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（参考）VOCの物質名

⚫ 大防法においても、具体的なVOCの物質名は規定されていない。

⚫ VOCは２００物質はあるとされている。光化学オキシダントの発生に寄与率の大きい物質としては以下の例。

PRTR
管理番号

物質名

３００ トルエン

－ 炭化水素類

－ 酢酸エチル

－ メチルエチルケトン

８０ キシレン

－ イソプロプルアルコール

－ メチルアルコール（メタノール）

１８６ ジクロロメタン（塩化メチレン）

－ アセトン

３９２ ノルマル―ヘキサン

－ シクロヘキサン

５３ エチルベンゼン

１２８ クロロメタン（塩化メチル）

２３２ N，N－ジメチルホルムアミド

３１８ 二硫化炭素

PRTR
管理番号

物質名

１０３ １－クロロ－１，１－ジフルオロエタン（HCFC－１４２ｂ）

２８１ トリクロロエチレン

２９７ １，３，５－トリメチルベンゼン

１３４ 酢酸ビニル

４００ ベンゼン

２４０ スチレン

－ プロピルアルコール

１５７ １，２－ジクロロエタン

９４ クロロエチレン（塩化ビニル）

８３ クメン（イソプロピルベンゼン）

－ クロロエタン

２６２ テトラクロロエチレン

８６ クレゾール

・ ・

・ ・

※上記は自主的取組の実施状況をとりまとめる際に調査している物質の一部。 3



⚫ VOCは、SPM（浮遊粒子状物質）※や光化学オキシダント (光化学スモッグの原因と
されている) の原因物質の一つとされている。

⚫ 大気中に、窒素酸化物（NOX）やVOCが存在すると、光化学反応によって、光化学
オキシダントの主成分であるオゾン（O3）が生成される。

※ Suspended Particulate Matterを略してSPMという。大気中に浮遊する微粒子のこと。うち、直径2.5μm 
(=0.0025mm) 以下のものがPM2.5

光化学スモッグの様子

出所（右図）：環境省「揮発性有機化合物（VOC）の排出抑制制度について」

1. VOCとは②
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（参考）化学物質による労働災害防止のための新たな規制について
～労働安全衛生規則等の一部を改正する省令（令和４年厚生労働省令
第91号（令和４年５月31日公布））等の内容～

＜https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000099121_00005.html＞

⚫ 厚生労働省は、化学物質による労働災
害を防止するため、労働安全衛生規則等
の一部を改正しました。

⚫ 化学物質による休業４日以上の労働
災害（がん等の遅発性疾病を除く。）の
原因となった化学物質の多くは、化学物
質関係の特別規則の規制の対象外となっ
ています。

⚫ 本改正は、これら規制の対象外であった有
害な化学物質を主な対象として、国による
ばく露の上限となる基準の策定、危険性・
有害性情報の伝達の整備拡充等を前提
として、事業者が、リスクアセスメントの結果
に基づき、ばく露防止のための措置を適切
に実施する制度を導入するものです。
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（参考）化学物質排出把握管理促進法の政令改正について
（令和３年１０月２０日公布）

＜https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/8_4.html＞

⚫ 令和３年１０月に改正政令が公布され、令和５年４月に対象物質が変わります。

– 第一種指定化学物質は462物質→515物質に。

– 第二種指定化学物質は100物質→134物質に。

⚫ 従来の政令番号に代わり、1物質ごとに固有で対応する管理番号が付与されます。

⚫ PRTR制度では令和６年度の届出から管理番号を使用予定。
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2. VOC排出抑制のための法的枠組み
（2）排出規制

⚫ 塗装、接着、印刷、化学製品製造、工業用洗浄、貯蔵のいずれかに該当する一定規
模以上の施設が対象。

⚫ 施設の設置等の届出、排出基準の遵守、排出濃度の測定 (1回/年) ・保存 (3年) 
が要求される。
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2. VOC排出抑制のための法的枠組み
（3）自主的取組

⚫ 全てのVOC排出事業者は、事業活動に伴うVOC排出状況の把握や排出抑制のため
に必要な措置を講ずるようにしなければならない (大気汚染防止法第17条の14)。

⚫ 自主的取組はあくまで事業者の自発的な取組として実施されるべきもの。

⚫ 例えば、使用原料等の転換・代替、設備の改修・追加、製造プロセスの見直し等。
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２．VOC排出抑制のための法的枠組み
（３）自主的取組

⚫ 各業界団体等が自ら「目指すべき方向性や方策」を設定の上、産構審 産業技術環境
分科会 産業環境対策小委員会で毎年度フォローアップを実施中。

⚫ 現在、41業界団体等、約19,200社（昨年より約500社減少）が取組を報告 (令
和３年度実績)。
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ＶＯＣ自主的取組の参加業界団体等

日本ガス協会 (９) 線材製品協会 (8) ドラム缶工業会 (11) 日本ゴム工業会 (33)

日本染色協会 (22) 日本伸銅協会 (7) 軽金属製品協会 (3) 日本自動車車体整備協同組合連合会(205)

日本製紙連合会 (45) 全国鍍金工業組合連合会 (110) 日本プラスチック工業連盟 (21) 日本粘着テープ工業会 (13)

日本鉄鋼連盟（73） 日本電線工業会 (115) 日本オフィス家具協会 (23) 全国楽器協会 (2)

電機・電子４団体 (88)
電子情報技術産業協会
情報通信ネットワーク産業協会
ビジネス機械・情報システム産業協会
日本電機工業会

日本アルミニウム協会 (8) 日本表面処理機材工業会 (23) 日本釣用品工業会 (19)

日本建材・住宅設備産業協会 (32) 日本自動車車体工業会 (205) 日本金属ハウスウェア工業組合 (47)

天然ガス鉱業会 (4) 日本接着剤工業会 (83) 日本金属洋食器工業組合 (35)

日本塗料工業会 (76) 石油連盟 (15) プレハブ建築協会 (7) 日本ガス石油機器工業会 (70)

日本自動車部品工業会 (73) 日本化学工業協会 (68) 印刷インキ工業連合会 (41) 全国石油商業組合連合会（13,242)

日本自動車工業会 (16) 日本印刷産業連合会 (4,260) 日本工業塗装協同組合連合会 (78)

ＶＯＣ自主的取組支援団体等

産業環境管理協会 (20) 日本産業洗浄協議会

注）（ ）内は、参加企業数
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業種別のVOC排出量の推移 (自主的取組)

⚫ 多くの団体でVOC排出量が平成22年度未満で推移。排出量が多い業種も着実に削減。

出所：全国における業種別VOC排出量は、環境省「揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリについて」（令和４年３月）

（参考）業種別のVOC排出量の推移 (全国)

３．自主的取組のフォローアップ結果【業種別排出量】
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物質別のVOC排出量の推移 (自主的取組)

⚫ 平成12年時点で最も排出量が多かったトルエンは、約1/5に削減。

⚫ その他の物質も着実に削減が進展。

（参考）物質別のVOC排出量の推移 (全国)

（※）全国石油商業組合連合会の排出実績を含む

出所：全国における物質別VOC排出量は、環境省「揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリについて」（令和４年３月）

３．自主的取組のフォローアップ結果【物質別排出量】
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⚫ 光化学オキシダントの濃度 (昼間の日最高1時間値の年平均) は、近年ほぼ横ばいで
推移している。

光化学オキシダント（昼間の日最高1時間値）の年平均値の推移

出所：環境省「令和３年度大気汚染状況について」

４.大気汚染の状況について（１）光化学オキシダントの状況②
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⚫ 光化学オキシダント濃度の改善傾向の評価指標※１を用いて、注意報発令レベル※２の
超過割合が多い地域内における最高値の経年変化をみると、近年はほぼ横ばいで推
移。

出所：環境省「令和３年度大気汚染状況について」

４.大気汚染の状況について（１）光化学オキシダントの状況③
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※１ ８時間値の日最高値の年間99パーセンタイル値 (年間上位1%を特異的な値 (外れ値) として除外した
値) の３年平均値

※２ 光化学オキシダントの濃度の１時間値が0.12ppm以上になり、かつ、気象条件からみてその状態が
継続すると認められる場合に都道府県知事が発令



４. 大気汚染の状況について （1）光化学オキシダントの状況④

⚫ 注意報レベルの濃度（0.12ppm以上）が10日以上出現した測定局は認められない。
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出典：環境省「令和３年度大気汚染状況について」

令和３年の都道府県別の光化学オキシダント注意報

発令延日数状況図 令和３年の光化学オキシダント注意報の

月別発令延日数



⚫ 令和３年度におけるSPMの環境基準達成率は、一般局・自排局ともに100%.

⚫ SPMの年平均値は、緩やかな低下傾向がみられる。

出所：環境省「令和３年度大気汚染の状況について」

４. 大気汚染の状況について （2）浮遊粒子状物質（SPM）

SPM濃度の年平均値の推移
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※SPMの環境基準：1時間値が1時間値の1日平均値が0.10mg/㎥以下であり、かつ、1時間値が0.20mg/㎥以下



⚫ 令和３年度におけるPM2.5の環境基準達成率は、一般局・自排局ともに100%であ
り、令和２年度と比較して改善した。

⚫ 平成25年度以降、PM2.5の年平均値は緩やかな改善傾向である。

４. 大気汚染の状況について （3）微小粒子状物質（PM2.5）①
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出典：環境省「令和３年度大気汚染状況について」

微小粒子状物質の年平均値の推移環境基準達成状況の推移

※PM2.5の環境基準：長期基準：年平均値15μg/m3以下、短期基準：1日平均値35μg/m3以下



４. 大気汚染の状況について （3）微小粒子状物質（PM2.5）②

令和３年度の各地域におけるPM2.5環境基準達成状況（○：一般局、□：自排局）

⚫ 令和２年度まで非達成局が集中していた中国地方の瀬戸内海に面する地域、九州
地方の有明海に面する地域においても、すべての測定局が環境順を達成した。

出所：
環境省「令和３年度大気汚染の状況について」
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環境基準達成 短期基準のみ非達成

長期基準のみ非達成 短期・長期基準 非達成
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５. まとめ

⚫ 平成16年以降の取組により、平成22年度には当初設定した削減目標を達成。それ以
降、国は新たな数値目標は設定せず、業界団体等が設定した「目指すべき方向性と方
策」に基づき、自主的取組を継続。令和３年度には平成22年度比で更に3割超削減
するなど、更なるVOC排出抑制に貢献。

⚫ 一方、光化学オキシダント濃度の環境基準達成状況は極めて低い水準で推移している
ため、VOC排出抑制や自主的取組を継続することが必要。

⚫ また、光化学オキシダント及びPM2.5の発生抑制については、次のような課題もある。

– 光化学オキシダント及びPM2.5の生成機構は十分な解明に至っておらず、今後も科学的知見の更なる充
実等が求められる

– 植物由来VOCについて、排出量や光化学オキシダントへの影響等、不明な点が多い

– VOC排出削減による光化学オキシダント濃度の低減効果を定量的に評価する手法が必要

⚫ 経済産業省は、こうした課題を解決するため、令和元年度よりVOCの排出削減効果の検
討調査事業を実施。効率的なVOC対策を講じることができるよう、引き続き取り組んでい
く。
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４. VOC排出抑制に関する取組
(1) 普及・啓発

⚫ 関東、中部、近畿の経済産業局では、VOC排出抑制の意義やメリットなどを周知する
ため、事業者向けのVOC排出抑制セミナーを開催。

⚫ 当該セミナーでは、VOCの排出抑制対策の動向や工業塗装におけるVOC排出抑制技
術等を紹介。また、労働安全の普及啓発として、有機溶剤取り扱い職場の健康障害防
止対策やPCB廃棄物の適正処理についても併せて紹介。

⚫ 令和５年度も、10/30（近畿）、11/16（東京）、1/16（新潟）、1月（名古
屋）にて開催予定。詳細は経済産業省HP及び各地方経済産業局HPにおいて周知を
行う。
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令和４年度 VOC排出抑制セミナー開催実績

開催日 場 所
参加
人数

令和４年11月10日(木) WEB開催（関東局） 110名

令和４年11月24日(木) WEB開催（中部局） 125名

令和５年１月25日(水) WEB開催（近畿局） 110名

令和５年１月31日(火) WEB開催（関東局） 67名

令和５年２月28日(火) WEB開催（関東局） 37名

ＶＯＣ排出抑制セミナーの模様
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⚫ ワーキングプラン検討項目の①ア「植物影響に関する知見の整理～検討」、及びイ「人健
康影響に関する知見の整理～検討」について、環境省にて以下のとおり検討を実施中。

⚫ 来年度以降も議論を続け、報告書に取りまとめた後、環境基準の設定に向けた検討を
始めるとしている。

開催回数

（開催時期）
検討内容

第１回

（令和４年３月）
・ 光化学オキシダント健康影響評価検討会の設置について

・ 諸外国における環境基準等の設定状況について

・ 検討の進め方について

第２回

（令和４年５月） ・光化学オキシダントの健康リスクに関する定量評価について

第３回

（令和４年８月）
・ 光化学オキシダントの化学組成、生成機構、大気環境中濃

度、及び体内動態について

・ 短期曝露による呼吸器影響について

第４回

（令和４年 12月） ・ 長期曝露による呼吸器影響について

第５回

（令和５年３月）
・ 短期曝露・長期曝露による死亡をエンドポイントとした健康影

響について

第６回

（令和５年７月）
・ 循環器系・代謝系・神経系・遺伝子障害性及び発がん影

響等について

光化学オキシダント健康影響評価検討会 光化学オキシダント植物影響評価検討会

開催回数

（開催時期）
検討内容

第１回

（令和４年３月）
・ 光化学オキシダント植物影響評価検討会の設置について

・ 諸外国における環境基準等の設定状況について

・ 検討の進め方等について

第２回

（令和４年７月）
・ 光化学オキシダントの化学組成、生成機構について

・ 光化学オキシダントの植物影響に係る検討範囲について

・ 植物におけるオゾンの影響とその応答機構等について

第３回

（令和４年９月）
・ 光化学オキシダントの大気中濃度について

・ 日本の農作物へのオゾンの影響について

第４回

（令和５年１月）
・ 日本の樹木へのオゾンの影響について

・ 日本の森林衰退とオゾンとの関係について

第５回

（令和５年９月）
・ オゾンの植物影響を変化させる環境要因について

・ 植物に対するパーオキシアセチルナイトレートの影響について

・ 指標植物を用いた光化学オキシダント調査事例について

（参考） 環境省＜光化学オキシダント対策ワーキングプラン＞②
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⚫ご清聴ありがとう

ございました。


